
 

関西中央高等学校 学則 

 

 

第１章 総 則 

 

（目的） 

第１条 本校は、教育基本法および学校教育法により、中学校教育の基礎のうえに立ち、本校創立精神に基

づく適切な高等学校教育を授け、国家および社会の有為な形成者として、いのちの大切さを理解し実践

できる人材の養成を目的とする。 

（名称） 

第２条 本校は、関西中央高等学校と称する。 

（位置） 

第３条 本校は、奈良県桜井市大字桜井５０２番地に置く。 

（課程） 

第４条 本校は、全日制の課程による普通科を設置する。 

（修業年限および在籍年限） 

第５条 本校の修業年限は、3 年とする。 

２ 生徒は５年をこえて在学することはできない。ただし、転入学または編入学をした生徒については、別

に定める。 

（教育課程） 

第 6 条 本校の教育課程は、別表に定める。 

 

 

第２章 学年・学期・休業日等 

 

（学年） 

第７条 学年は毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

（学期） 

第８条 学年を分けて次の３期とする。 

    第１学期  4 月 1 日から 8 月 20 日まで 

    第２学期  8 月 21 日から 12 月 31 日まで 

    第３学期  1 月 1 日から 3 月 31 日まで 

（休業日） 

第９条 休業日は次の通りとする。 

  (1) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する日 

    (2) 日曜日 

  (3) 創立記念日  ５月２１日 

  (4) 学年始休業日 4 月 1 日から 4 月 7 日まで 

    (5) 夏期休業日  ７月２１日から８月２０日まで  

    (6) 冬期休業日  １２月２４日から翌年１月６日まで 

    (7) 学年末休業日 ３月２１日から３月３１日まで 

２ 校長は、教育上必要と認めるときは、本条前項の休業日に授業をし、または授業日に休業することがで

きる。 

３ 校長は、必要がある場合は、本条第 1 項の休業日を臨時に変更し、もしくは臨時の休業日を定め、また

は休業日に授業を行なうことがある。その実施単位は、全校、学年または学級単位で行なうことができ

る。 

 



（授業日数） 

第10条 授業日数は、毎学年 200 日以上とする。 

 

 

第３章 収容定員・職員組織 

 

（収容定員） 

第11条 本校の生徒定員は、1,185 名とする。 

（職員組織） 

第12条 本校に次の職員を置く。 

(1) 校  長 

    (2) 教  頭 

    (3) 教  諭 

    (4) 講  師 

    (5) 事務職員 

    (6) 校  医 

２ 本条前項の規定にかかわらず、学校法人冬木学園理事長が学校運営上必要と認めた場合は、必要な職

員を置くことができる。 

 

 

第４章 入学、退学、転学、留学および休学等 

 

（入学の時期） 

第13条 入学の時期は、学年の初めとする。ただし、欠員のある場合は、原則として、第２学期の初めまで

に、臨時入学を許可することがある。 

（入学資格） 

第14条 本校に、入学することができる者は、中学校もしくはこれに準ずる学校を卒業した者、所轄庁の定

めるところによりこれと同等以上の学力があると認められた者、または本校において中学校を卒業した

者と同等以上の学力があると認めた者とする。 

（入学定員等） 

第15条 入学定員および入学試験の期日等は、生徒募集の都度これを公告する。 

（入学志願） 

第16条 入学志願者は、本校所定の書類に、その他必要な書類および入学考査料を添えて、指定の期日まで

に校長に提出しなければならない。 

２ 既納の入学考査料は、返還しない。 

３ 入学考査料の金額については、別表に定める。 

（報告書等） 

第17条 入学志願者の在籍中学校長または出身学校長（以下「出身学校長等」という。）は、入学志願者の

指導要録により、本校が定める報告書を作成し、本校校長に親展にて提出する。その他本校が必要と認

めた場合、出身学校長等は、その調査書等を提出する。 

（入学試験） 

第18条 入学志願者には入学試験を行なう。入学試験は、出身学校長等よりの個人報告書および学力検査の

成績により教育上適切なる方法をもって行なう。 

（転入学または編入学） 

第19条 第２学年以上に転入学または編入学することができる者は、前各学年の課程を終了した者、または

監督庁の定めるところにより、これと同等以上の学力があると認められた者とする。ただし、本校にお

いて欠員のある場合に限る。 

 



（保護者等） 

第20条 入学試験に合格した者の保護者等および第 19 条に該当する者の保護者等は、所定の誓約書（保証

人連署）に住民票抄本（またはそれに代わる証明書）ならびに入学金および施設充実費を添えて、指定

の期日までに校長に提出しなければならない。 

２ 生徒の保護者等は、その親権を行なうものまたは後見人とする。ただし、やむを得ない場合であっても、

成年者であって一家の生計を営む者でなければならない。 

３ 保証人は、保護者等または生徒本人の同一戸籍以外の者で、奈良県またはその付近に居住する成年者で

あって一家の生計を営む者でなければならない。 

４ 保護者等もしくは保証人が死亡したとき、または事故等により保護者等もしくは保証人となることがで

きなくなったときは、本条前 2 項によって改めてこれを定め、本条第 1 項の誓約書を提出しなければな

らない。 

５ 保護者等または保証人が住所、氏名等を変更したときには、ただちに校長に届出なければならない。 

６ 保護者等が所定の授業料および教育充実費等を納入しない場合には、保証人がこれを納入しなければな

らない。 

（入学許可） 

第21条 入学は、入学試験に合格し、所定の手続きを完了した者に対して、校長が許可する。 

（転学および退学） 

第22条 生徒の保護者等が、他の高等学校への転学を願出た場合、校長は正当な事由があると認めた場合に

は、その事由を具し生徒の在学証明書および学籍簿の謄本を転学希望先の校長に送付し、その許可を持

って許可する。 

２ 生徒が病気その他やむを得ない事情のため、生徒の保護者等が退学を願出た場合、校長はこれを許可す

ることがある。 

（留学） 

第23条 生徒が外国の高等学校に留学をしようとするときは、保護者等は、その事由を具して校長に願出て、

その許可を受けなければならない。 

２ 校長は、前項の規定による留学についての願出があったときは、教育上有益と認める場合には、これを

許可することができる。 

３ 校長は、前項の規定により留学することを許可された生徒について、外国の高等学校における履修を本

校における履修とみなし、30 単位を越えない範囲で単位の修得を認定することができる。 

４ 校長は、前項の規定による単位の修得を認定された生徒については、別に定める基準により学年の途中

においても、各学年の課程の修了または卒業を認めることができる。 

（休学） 

第24 条 生徒がやむを得ない事由で 3 か月以上授業に出席できない場合、保護者等および保証人連署のう

え、校長に休学を願出て許可を受けなければならない。 

２ 休学の期間は、１年を超えることはできない。ただし、特別の事由がある場合は、期間の延長を認めるこ

とがある。 

３ 休学の期間は、通算して 2 年を超えることはできない。 

４ 休学期間は、第 5 条に規定する修業年限に算入しない。 

５ 休学の事由が解消して、復学を希望する者は、保護者等および保証人連署のうえ、校長に願出て許可を

受けなければならない。ただし、病気の回復による場合には、医師の診断書を添えるものとする。 

６ 生徒が病気等のため修学することが不適当と認めた場合、校長は休学を命ずることがある。 

（出席停止） 

第25条 校長は、学校保健安全法の規定により、感染症予防のため必要と認めた場合には、生徒に出席停止

を命ずることができる。 

 

（除籍） 

第26条 校長は、次の各号に該当する生徒に対して、除籍をすることができる。 

(1) 学費の納入を 1 年以上怠り、督促してもなお納入しない者 



(2) 第 5 条第 2 項の在学年限を越えた者 

(3) 第 24 条の休学期間を越えて、なお復学できない者 

(4) 無届欠席が 3 か月を越える者 

(5) 死亡した者 

 

 

第５章 考査、学年進級および卒業 

 

（考査） 

第27条 生徒の学習効果判定のため、適宜考査を行なう。 

（考査の要件） 

第28条 平常の学習状態、学習帳、製作品、報告および論文等の観察点検も考査の中に含まなければならな

い。 

（進級および卒業） 

第29条 各学年の進級および卒業は、所定の教科･科目を履修し、かつその単位数を修めた者に対して、特別

活動の成果および平素の操行勤怠を考慮し、職員会議の議を経て、校長が認定する。 

（卒業証書の授与） 

第30条 校長は、本校の定める全課程を修了したものと認めた者に、卒業証書を授与する。 

 

 

第６章 賞  罰 

 

（表彰） 

第31条 校長は、生徒の中で学業、人物、出席状況その他の事項について、他の生徒の模範と認められる者

はこれを表彰することがある。 

（懲戒） 

第32条 校長は、教育上必要があると認めた場合には生徒を懲戒する。懲戒は次の４種とする。 

(1) 訓 戒 

(2) 謹 慎 

(3) 停 学 

(4) 退 学 

（退学要件） 

第33条 生徒が次の各号の一に該当する場合、校長は、退学を命ずることができる。 

(1) 性行不良で改善の見込みがないと認められた者 

(2) 学力劣等で成業の見込みがないと認められた者 

(3) 正当な理由がなくて、出席常でない者 

(4) 学校の秩序を乱し、その他生徒としての本分に反した者 

 

 

第７章 学  費     

 

（学費） 

第34条 学費とは、入学金、施設充実費、授業料、教育充実費およびその他の諸費をいう。 

２  学費の金額については、別表に定める。 

（授業料） 

第35条 授業料は、学校の休業日、生徒の欠席、停学の場合にも減免しない。 

2  既納の学費は、その事由を問わず返還しない。 

 



（滞納措置） 

第36条 校長は、授業料を滞納する生徒に対して登校を停止または除籍をすることができる。 

 

 

第８章 補  則 

 

（細則） 

第37条 この学則施行についての細則は、校長が別に定める。 

（改廃） 

第38条 この学則の改廃は、理事会の議を経て校長が行なう。 

 

 

 

附 則 

１ この学則は昭和３９年４月１日から適用する。 

２ 校長は学則について必要な細則を設けることができる。 

      附 則 

１ この学則は昭和５７年４月１日から適用する。 

２ 改正後の学則第２条に規定する収容定員の適用については、昭和５７年度昭和５８年度および昭和５９

年度は次のとおりとする。 

 

年度      学科別 

 

 普 通 科 

 

 音 楽 科 

 

 国際英語科 

 

 家 庭 科 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 昭 和 ５７ 年 度 

 

   ６７０ 

 

   １２０ 

 

    ４０ 

 

   ２００ 

 

 昭 和  ５８ 年 度 

 

   ７４０ 

 

   １２０ 

 

    ８０ 

 

   １００ 

 

 昭 和  ５９  年 度 

 

   ８１０ 

 

   １２０ 

 

  １２０ 

 

       ０ 

   

附 則 

１ この学則は、昭和５９年４月１日から適用する。 

２ 改正後の学則第２条に規定する収容定員の適用については、昭和５９年度、昭和６０年度および昭和６

１年度は次のとおりとする。 

 

年度          学科別 

 

   普 通 科 

 

  音 楽 科 

 

  国際英語科 

 

 昭 和 ５９ 年 度 

 

    ８５５ 

 

    １２０ 

 

    １２０ 

 

 昭 和 ６０ 年 度 

 

     ９００ 

 

    １２０ 

 

    １２０ 

 

 昭 和 ６１ 年 度 

 

     ９４５ 

 

    １２０ 

 

    １２０ 

 

      附 則  

 この学則は、昭和６３年１月２０日から適用する。 

     附 則  

 この学則は、昭和６３年４月１日から適用する。 



   附 則  

 この学則は、平成２年４月１日から適用する。 

   附 則  

 この学則は、平成４年４月１日から適用する。 

   附 則  

 この学則は、平成７年４月１日から適用する。 

   附 則  

  この学則は、平成９年４月１日から施行する。但し、改正後の第２６条に規定する授業料の額は、平成９年

３月３１日に現に在籍する者については適用せず、改正前の規定による。 

附 則 

  この学則は、平成１０年４月１日から施行する。 

   附 則 

１ この学則は、平成１１年４月１日から施行する。 

２ この学則の施行の日の前日に現に桜井女子高等学校に在籍している生徒は、この学則の施行の日に関西

中央高等学校に在籍しているものとみなす。 

３ この学則の施行の日の前日までに桜井女子高等学校に在籍していた者に関する証明書等を交付する場合

において特に必要と認められるときは、この学則による改正前の旧校名を使用することができる。 

   附 則 

  この学則は、平成１４年４月１日から施行する。 

   附 則 

  この学則は、平成１５年４月１日から施行する。 

   附 則 

  この学則は、平成１６年４月１日から施行する。 

   附 則 

  この学則は、平成１７年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この学則は、平成１９年４月１日から適用する。  

   附 則  

 この学則は、平成２０年４月１日から適用する。 

   附 則                                                                     

 この学則は、平成２１年４月１日から適用する。 

      附 則 

 この学則は、平成２２年４月 1 日から施行する。 

附 則 

 この学則は、平成 2４年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

 この学則は、平成 2５年 4 月 1 日から施行する。また、平成 24 年度に特別進学コースに入学した生徒を

除く平成 24 年度以前の入学生徒に関しては、第 9 条第 1 項第 2 号の規定に関わらず、隔週土曜日を休業

日とする。 

附 則 

 この学則は、平成 2７年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

 この学則は、平成 2９年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

 この学則は、平成３０年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

 この学則は、平成３0 年６月 1 日から施行する。 

 



附 則 

 この学則は、平成３１年４月 1 日から施行する。 

附 則 

 この学則は、令和２年４月 1 日から施行する。 

附 則 

この学則は、令和３年４月 1 日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 別表（第 6 条関係・教育課程表） 

 

 別表（第 16 条関係・入学考査料） 

   全日制（普通科）全コース  入学考査料   １８，０００円 

 

 別表（第 34 条関係・学費） 

   

入学金         １００，０００円 

   施設充実費       １２０，０００円 

   授業料      １期 ２３５，０００円 

            ２期 １８８，０００円 

            ３期 １４１，０００円 

    授業料に教育充実のための費用を含む。 

    その他諸費については別に定める。 



但し、転入学・編入学生については別に定める

( △▲●よりそれぞれ１科目選択 )

国語総合 4 4 4
現代文Ｂ 4 2 2 2 2 2 2 3 4
古典Ｂ 4 2 2 2 2 2 2 2 3
国語演習 4 4 2
世界史A 2 2 2
世界史B 4 2 △ 2 △ 4 △ 4 △
日本史Ａ 2 2
日本史Ｂ 4 2 △ 2 △ 4 △ 4 △ 4
地理Ａ 2 2
世界史演習 3 ▲ 3 ▲
日本史演習 3 ▲ 3 ▲
地歴演習 4 ▲
現代社会 2 3
政治・経済 2 2 2 2 3
倫理 2 2 2 2
数学Ⅰ 3 3 3
数学Ⅱ 4 5 5
数学Ⅲ 5 5
数学A 2 2 2
数学B 2 2 2
数学演習Ⅰ 5 3 4 ▲
数学演習Ⅱ 3
化学基礎 2 2 2
化学 4 2 3
生物基礎 2 2 2
生物 4 2 ▲ 3 ▲
物理基礎 2 2 2
物理 4 2 ▲ 3 ▲
理科探究 2 ●
理科演習 2 2
体育 7～8 3 3 3 3 2 2 2 2 2 3
剣道 1 1
保健 2 1 1 1 1 1 1
音楽Ⅰ 2 2 2
表現探究 2 ●
コミュニケーション英語Ⅰ 3 4 3
コミュニケーション英語Ⅱ 4 4 4 4 4
コミュニケーション英語Ⅲ 4 4 4 4 4
英語表現Ⅰ 2 2 2
英語表現Ⅱ 4 2 2 2 2 2 2 3 3
英語演習Ⅰ 5 2
英語演習Ⅱ 3 3 3
英語演習Ⅲ 3
家庭基礎 2 2 2 2 2
家庭探究 2 ●
社会と情報 2 2
情報の科学 2 2 2 2
情報探究 2 ●
i‐ｓeek講座 1 1 1 1 1 1 1 2 ● 2 ▲ 2 △
情報特演 2 ● 2 ▲ 2 △

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
33 33 33 33 33 33 33 33 33 33
8 8 8 8 8 8 8
41 41 41 41 41 41 41

合　計
　　　　関中塾特演
　　　　 総　計

芸術

英
語

家庭

情
報

総合
的な
探究
の

時間

L・H・R

国
語

地
歴

公
民

数
学

理
科

保
体

第３学年 第1学年 第2学年 第3学年

私文 国文 理 私文 国文 理

教科 科目名
標準
単位

第１学
年

第２学年

関西中央高等学校教育課程（平成31年度入学生以降入学生に適用）

特別進学コース 進学コース


